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傷病 23.7% 13.5% 8.1% 
急迫保護で医療扶助単給 0.8% － － 
要介護状態 0.3% － － 
働いていた者の死亡 0.9% 3.4% － 
働いていた者の離別等 27.9% 42.7% 56.1% 
失業 6.1% 9.6% 11.4% 
老齢による収入の減少 － － － 
事業不振・倒産 0.5% － 0.8% 
その他の働きによる収入の減少 9.1% 13.5% 4.1% 
社会保障給付金の減少・喪失 0.8% 0.6% － 
貯金等の減少・喪失 18.8% 11.2% 16.3% 
仕送りの減少・喪失 3.2% 2.2% － 
その他 7.9% 3.4% 3.3% 














































































































































傷病治癒 1.1% － － 
死亡 0.6% － 1.9% 
失そう 2.7% 2.4% 3.8% 
働きによる収入の増加・取得 41.5% 48.4% 39.4% 
働き手の転入 8.5% 9.7% 14.4% 
社会保障給付金の増加 1.5% 0.8% － 
仕送りの増加 2.3% 2.4% 1.0% 
親類・縁者等の引取り 8.9% 4.8% 4.8% 
施設入所 0.5% － － 
医療費の他法負担 0.9% － － 
その他 31.5% 31.5% 34.6% 
　（転出）  （6.5%） （11.5%） 
　（資産活用）   － 
　（世帯合併）   （1.0%） 
　（逮捕・拘留）   （4.8%） 
　（指導・指示不履行）   （2.9%） 
　（保護辞退）   （11.5%） 
　（その他）   （2.9%） 







































 世帯数 割合 累積百分率 世帯数 割合 累積百分率 
100%以上 22 21.2% 21.2% 8 19.5% 19.5% 
90%以上100%未満 3 2.9% 24.0% 3 7.3% 26.8% 
80%以上90%未満 6 5.8% 29.8% 3 7.3% 34.1% 
70%以上80%未満 5 4.8% 34.6% 4 9.8% 43.9% 
60%以上70%未満 4 3.8% 38.5% 2 4.9% 48.8% 
50%以上60%未満 8 7.7% 46.2% 4 9.8% 58.5% 
40%以上50%未満 10 9.6% 55.8% 4 9.8% 68.3% 
30%以上40%未満 14 13.5% 69.2% 4 9.8% 78.0% 
20%以上30%未満 26 25.0% 94.2% 9 22.0% 100.0% 
20%未満 6 5.8% 100.0% 0 0.0% － 
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以上」２世帯と，比較的長期に受給している世帯が多い点である。
以上のように，母・子の年齢，学歴，職種，職業資格，受給期間などの諸点において高位グルー
プと低位グループでは相違がみられ，このような諸要素が相互に関連して母の賃金に影響している
と推測される。なお，親との離死別経験と学歴との関連性については前節における開始状況の分析
で指摘したところである。この点を廃止時でみると，20歳までの成育期における親との離死別経験
は高位グループの５世帯（25.0％）に対して，低位グループでは７世帯（53.8％）と半数強を占めて
おり，成育家族の資源状況がその後の生活基盤の形成に影響を与えていると推測されることも見逃
してはならない点である。
（4）子どもの転出・就労
母子世帯の廃止水準に影響を与えるもうひとつの要素として，子どもの転出と就労がある。まず
転出については，たとえば，子どもが学校卒業後に就職や結婚などで転居した場合，人数減にとも
ない世帯の最低生活費は減額される。そのため，収入認定額が変わらない場合でも，最低生活費に
占める収入認定額の比率は高くなることから，要否判定で「否」となる場合が出てくる。次に子ど
もの就労については，たとえば，子どもが学校を卒業して稼働するようになると，その賃金が収入
認定されるため，母の稼働収入と合算して要否判定で「否」になる場合が出てくる。あるいは，子
どもの収入が合算されることによって収入増の見込みがたったとして廃止となる場合もある。
本調査対象世帯のうち，「母子世帯」として保護を開始しそれ以外の世帯類型で廃止された31世帯
のなかには，これらに該当する世帯がみられる。廃止時の世帯構成は，母１人の単独世帯が15世帯
（48.4％），18歳以上の子がいる母と子の世帯が15世帯（48.4％），保護開始後に結婚して夫婦で保護
受給を継続した夫婦世帯が１世帯（3.2％）である。母１人の単独世帯として保護が廃止された世帯
は，子どもが転出したあとでも母１人では自活できる状況になく保護が継続されていた世帯である。
18歳以上の子がいる母と子の世帯とは「母と18歳以上の子ども」「母と18歳以上の子どもと18歳未満
の子ども」からなる世帯であり，同居している長子は18歳から23歳の年齢層である。この15世帯の
うち廃止月に子どもの稼働収入があった世帯は５世帯であり，73,000円～135,000円の収入を子ども
が得ている。残り10世帯には子どもの稼働収入はなかったが，そのうち４世帯は子どもが稼働を開
始するとして収入増の見通しから廃止となっている。
このように，有子世帯の場合には，子どもの転出・就労が直接的に世帯に変動をもたらし，保護
の廃止の動向にも影響している。
おわりに
本稿は，A自治体の2005年度生活保護廃止世帯のうち，母子世帯を対象として保護の開始時と廃
止時の状況について自治体データをもとに分析し，どのような世帯が生活保護制度を利用し，どの
ような所得水準や世帯条件のもとで廃止されているのかについて考察してきた。保護開始時のデー
タからは，母子世帯の母の約半数は就労機会が極めて制約される中卒（中卒・高校中退）の学歴し
か有しておらず，成育過程において親との離死別を経験している世帯も少なくないことが把握され
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た。中卒学歴の母は高卒資格をもつ母と比べて学歴によってより不利な状況に置かれやすいうえに，
成育過程での親との離死別経験者もより多く，親族による支援も得られにくい状況にあることが推
察される。第１子の出産年齢は若く，10代や20代前半から子育てを開始しており，同世代が経験し
ている一般的な就学機会や就労機会は得られていない。さらに，借金，DV，障害・傷病など，生活
保護を開始する母子世帯には経済的困難を抱えるさまざまな背景事情が複合的に絡み合っているこ
とが確認された。
保護廃止時のデータから明らかとなったことは，廃止世帯のすべてが世帯の自立助長という生活
保護制度の目的に沿った廃止であるとは限らないことである。「死亡」「失そう」「指導・指示不履行」
「逮捕・拘留」はもとより，結婚のため廃止するという場合でも，妊娠をきっかけに結婚するとして
保護廃止となったケースなどでは，実際に結婚して同居を始めるのかどうか，廃止時点では確認さ
れていない。女性単身世帯として保護を開始して母子世帯として廃止されたケースのなかには，妊
娠したのち子の父である交際相手が失踪してしまったことから経済的に行き詰まり保護開始となっ
ている例もあり，妊娠が結婚につながり，結婚が自立につながるとは必ずしもいえないのが現実で
ある。
また，自立助長という制度目的に沿った廃止とみなされる「働きによる収入の増加・取得」ケー
スであっても，廃止月に最低生活費を超える収入認定額があった世帯は２割にとどまっており，多
くの世帯は「働きによる収入の増加・取得」の「見込みがたった」ことで廃止されていた。廃止月
に稼働していた母の賃金水準をみても，廃止後に母子が安定した生活基盤を持続できる賃金水準を
確保できている世帯は少数であった。ただし，廃止時の母の稼働収入が比較的高位だったケースを
みると，保護受給期間中に職業資格を取得し，職業資格を活かした就労に結びつけている例もあり，
生活保護制度が職業訓練の受講機会を提供し訓練期間中の生活保障として機能する側面を示唆して
いた。それらのケースでは，開始から廃止までの受給期間が比較的長期にわたっており，保護の長
期受給が自立の意欲を阻害するとは一概にいうことはできない。このように，被保護世帯の資格取
得を促進する生業扶助の積極的な活用は，廃止後の安定的な暮らしに結びつく可能性がある一方，
そのような職業資格の取得は高卒層に多いなど，学歴差があることも確認された。
本稿の調査対象データは，あくまで特定自治体における特定年度の生活保護廃止世帯をとりあげ
たものであり，全国の被保護層の特徴を代表するものではない。しかしながら，生活保護を「利用
しやすく，自立しやすい」制度へと再編成させていくためには，このような被保護世帯の実態や現
行制度が果たしている機能について具体的な把握を重ねていく必要があるだろう。最後に，以上の
ような知見をふまえて生活保護行政に対する政策的含意を整理する。
第一に，複合的な困難を抱える被保護母子世帯への支援のあり方についてである。DVは生活基盤
を喪失させるばかりでなく，社会に対する信頼感や自己肯定感にも影響をもたらすことがさまざま
な研究で明らかになっている。若年出産に頻度が高いとされる妊娠中の女性へのDVは，母体や胎児
に影響を与えるだけでなく，被害女性がうつ的状態のまま育児に携われば，児童虐待にもつながる
危険性がある。DVに加え複合的な困難を抱えるケースにおいては，さらに深刻な心身への影響がも
たらされることを踏まえると，被保護母子世帯への支援としては一律に就労自立を急ぐのではなく，
社会に対する信頼感や自己肯定感を回復させる当事者のエンパワーメントを視野に入れた支援が必
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要である。その意味において，被保護層が抱えるさまざまな問題を解決する必要性を認識した「日
常生活自立支援」「社会生活自立支援」といった生活保護行政における新しいプログラムによる支援
の進展が期待される。
第二に，学歴階層への着目と学歴階層に即した支援についてである。既存の生活保護統計には学
歴の項目がなく，被保護層がどのような学歴階層にあるのか，公的には明らかにされていない。だ
が被保護層の学歴が総じて低いことは生活保護行政の現場では経験的に知られた事実であり，本調
査対象データでも母子世帯の約半数は高校卒業資格を有していなかった。中卒層は一般的に就労機
会が制約されるうえに，生業扶助を活用した職業資格の取得や専門職種での就労自立にも限界のあ
る可能性がある。経済的に恵まれなかった成育環境や若年出産により就学機会を奪われたとするな
らば，生活保護を受けることにより過去の不利益が少しでも回復するような支援へとつながること
が重要であり，母子世帯の子どものみならず母に対する教育支援など，高卒資格をもたない層への
よりいっそうの支援策が求められる。
第三に，生活保護の廃止のあり方についてである。保護の廃止にあたっては，自立の目処がある
かどうか，廃止後の暮らしが実際に成り立つのかどうかについて，客観的根拠に基づく十分な調
査・検討が必要である。収入認定額が最低生活費に達しなければ保護の要件に該当するなど，保護
の受給権に関する十分な説明も求められよう。廃止水準がいかなるレベルにあるかについては，生
活保護行政の運用や被保護層の実態把握のうえでもほとんど関心が払われていない。自立の目処が
不確かな段階での保護の廃止は，保護の受給期間を短期化するが，保護廃止後に再び保護を開始す
る再受給ケースを増やしかねないことに留意すべきである。
第四に，廃止後の支援や低所得者支援の重要性についてである。保護廃止となった母子世帯がそ
の後も経済的に安定した暮らしを維持するうえで，保護廃止後も支給が継続される児童扶養手当制
度が母子世帯の暮らしの安定に果たす役割は大きい。保護の廃止後は，各種の社会保険料，税金，
水道光熱費，家賃，医療費等の支出が増えるため，生活困難は持続する可能性があり，場合によっ
ては悪化する可能性もある。生活保護制度以外に低所得者への支援制度が何もなければ，所得の向
上と生活の安定を見込めない世帯は保護を廃止できず受給し続けるか，廃止したとしても再開せざ
るをえない。廃止後も支援が継続されることこそが自立を促すと考えると，児童扶養手当の削減は，
保護を受けていない母子世帯の家計を圧迫するばかりでなく，被保護母子世帯の自立をも阻害する
ものである。また，廃止後の支援の継続が廃止後の生活の安心と保護からの自立的な廃止につなが
ることを踏まえると，複合的な困難を抱えている被保護母子世帯に対しては，関係機関とネット
ワークを構築しつつ保護廃止後のフォロー体制を整備することが望まれる。
（ふじわら・ちさ　岩手大学准教授（社会科学系））
（ゆざわ・なおみ　立教大学コミュニティ福祉学部教授）
＊本研究は2006～2008年度科学研究費補助金（課題番号18330055）による研究成果の一部である。
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